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国・地域 総数（人） 変化率（％）

中国 924,800 22.6

台湾 461,200 19.0

韓国 316,800 ▲ 59.4

香港 219,400 42.2

米国 117,300 13.7

タイ 112,500 21.4

豪州 85,300 5.2

フィリピン 53,600 48.9

ベトナム 50,400 42.5

マレーシア 44,800 42.7

その他 274,900 -

総数 2,661,000 ▲ 1.1

2020年2月20日

2020年12月17日 運用者の視点：『新型肺炎』の感染拡大による影響
2020年12月13日 新型肺炎の影響を受け上値が重い日本株式市場

1月『訪日外客数』は微減、18市場で過去最高
日本を訪れる外国人旅行者の数（『訪日外客数』）を知るには、日本政府観光局（JNTO）が発表する

『訪日外客数』が参考になります。2月発表の『訪日外客数』（2020年1月推計値）は、1月が266.1万人

となり、昨年1月の水準をやや下回りました。韓国からの『訪日外客数』の減少が続いています。一方で、東ア

ジアや東南アジア市場を中心に、18市場で1月として過去最高を記録しました。

 韓国人観光客の減少は今後も続くとみられることに加え、これまで好調だった韓国以外の国からの『訪日外

客数』も中国を中心に新型肺炎の影響で大幅に減少することが見込まれます。昨年の訪日外国人旅行消

費額は約4.8兆円でしたが、今後は観光や経済への影響が懸念されます。7月に始まる東京オリンピックを

控え、新型肺炎の早期終息への取り組みが切望されます。

 JNTOが19日に発表した2020年1月の『訪日外客数』（推計値）は266.1万人となり、前年同月比

▲1.1%減少しました。『訪日外客数』の多い韓国市場の減速が足を引っ張りました。12月の同▲4.0％

からはマイナス幅が縮小しました。

 一方、昨年は2月にあった春節が今年は1月になったことなどから、東アジア・東南アジア市場などで前年同月

比で2桁の伸びを示しました。市場別では、中国、台湾、香港、フィリピン、ベトナムや、米国、豪州など18市

場で1月として過去最高を記録しました。

1月の『訪日外客数』は前年同月比▲1.1％
4カ月連続の前年割れだが、前月からマイナス幅は縮小

 国別でみると、韓国市場は昨年8月以降、日韓情

勢を背景とした訪日を控える動きなどから『訪日外客

数』が半減する状況が続いています。但し足元ではマ

イナス幅が縮小し、緩やかながら持ち直しの動きがみ

られます。

 豪州市場は航空会社の新規就航などが寄与し、単

月としても過去最高を記録しました。

 新型肺炎の影響は、感染拡大から中国政府が海外

団体旅行を禁止したのが1月27日からであったため

まだ表面化しておらず、本格的に統計に反映される

のは2月分からになります。

『訪日外客数』は
大幅減少の見込み

新型肺炎の影響は
まだ表面化せず

【訪日外客数（2020年1月）】

（注）データはJNTOによる推計値。上位10カ国。変化率は
前年同月比。

（出所）JNTOの資料を基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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